




























第３章 基地から派生する諸問題

〈 参考 〉

ＰＣＢ含有物資の日本から米国への搬出状況（平成29年３月現在）

１ 平成15年１月17日・・・米国製約23トンを空路にて搬出

２ 平成15年３月９日・・・米国製約24トンを空路にて搬出

３ 平成15年８月15日・・・使用済みとなっていたすべてのＰＣＢ含有物資（沖縄保管分を含む）

を海路にて搬出（約1,123トン）

４ 平成16年４月10日・・・平成15年８月の搬出以降に新たに使用済みとなったすべてのＰＣＢ含

有物資（沖縄保管分を含む）を海路にて搬出（約230トン）

５ 平成17年７月23日・・・平成16年４月の搬出以降に新たに使用済みとなったＰＣＢ含有物質を

海路にて搬出（量は不明）

６ 平成20年１月26日・・・本州に保管されていた日本製ＰＣＢ含有物質を海路にて搬出（量は不

明）

７ 平成20年３月15日・・・沖縄及び本州に保管されていたＰＣＢ含有物質を海路にて搬出（量は

不明）

８ 平成20年９月６日・・・沖縄及び本州に保管されていたＰＣＢ含有物質を海路にて搬出（約

170トン）

９ 平成20年10月11日・・・沖縄及び本州に保管されていたＰＣＢ含有物質を海路にて搬出（約70

トン）

10 平成20年12月６日・・・沖縄及び本州に保管されていたＰＣＢ含有物質を海路にて搬出（約50

トン）

11 平成24年３月21日・・・平成21年１月以降米国製のＰＣＢ含有物質を搬出（第180回国会 沖

縄北方特別委員会 外相発言）（約29.5トン）

（３）北谷町のドラム缶投棄事件

平成14年１月30日、北谷町から県に対し、北谷町桑江

中学校近くの基地返還跡地から「ドラム缶に入ったター

ル状物質」が発見されたとの連絡があった。県は当該物

質投棄の原因者特定のために、米軍提供当時の諸資料や

情報の提供を那覇防衛施設局に依頼するとともに、成分

分析のためのサンプリングや周辺の土壌、河川、海域、

地下水についての環境調査を実施した。

県は国に対し、状況を一刻も早く改善するために国が

早急に対策を講ずるよう要請した。同年２月には、防衛

施設庁長官から国が早急に対策を執ることを決定した旨

の発言があり、那覇防衛施設局も国の責任で対処する旨

の発表を行った。また、北谷町はドラム缶の撤去、移動

を開始した。

県は同年３月にタール状物質等の分析結果の最終報告

を行い、今回の事件において、環境への影響はほとんど

ないものと考えているとのコメントを発表した。

同年５月から６月にかけてドラム缶の収集、運搬、

及び処分業務等が北谷町から那覇防衛施設局に移さ

れ、10月に終了した。

なお、発見されたドラム缶187本及びドラム缶28本相当のタール状物質等については、約8,400万

円の費用を要して処分された。

（４）油脂類の漏出事故

油脂類の流出による水域等の汚染については、復帰後昭和51年の年間13件をピークに、昭和52年か

ら平成６年までは年間０件から１件まで減少してきた。

平成７年以降は、平成21年の11件が最も多く、２件から11件の間で推移している。

最近の主な事故としては、平成26年12月10日にキャンプ瑞慶覧で車両が追突し、ジェット燃料約

150ガロン（約570リットル）が流出した事故、平成27年９月16日に普天間飛行場で燃料ポンプシステ

ムの不具合によりディーゼル燃料約200ガロン（約760リットル）が流出した事故、平成28年６月15日

に普天間飛行場でジェット燃料約1,825ガロン（約6,900リットル）が流出した事故がある。
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